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は じめに

最近、環境会計 に代 わって、CSR経 営会計 とい う用語 が企業経営で しば しば聞か

れ、新 聞、一般誌 ・専 門誌 にもCSRの 特集記事 を見かけるよ うになった。

本稿 では、 どのよ うな理 由でCSR経 営会計 が普及 してきたか、 またその意義 は ど

のよ うに理解 されてい るか、 さらに先進的な企業 、特 に、製造業、サー ビス業 にお

ける18社 の事例 を見 る。最 後に、CSR経 営会計 が、今後 どの よ うに展開 し、 どの よ

うな課題 を有す るかを検討する。

1.環 境会計か らCSR経 営会計の展開

会計学や経営学の よ うに実務性 の強い学問領域 においては、そ の時代 の経済界 ・

産業界 の状況 によって大いに刺激 を受 ける。それ は学 問の盛衰 を左右す る こともあ

り、あるいは創設 を伴 うことも しば しばある。経 済界 ・産業界 の状況 を反映 し、理

論 と実務の融合 が実践科学 には要請 され るわけで ある。

1960年 代以降の高度経済成長 に よって惹起 され た公害問題 の顕在化 は、学問の世

界 にも多大な影響 を及 ぼ した。1970年 代には、社会 責任会計 の第1次 ブームの中か

ら、公害費会計 とい う分野 が生まれた。 この学問分野においては、公 害費 を どの よ

うに定義づけ、原価を評価 ・算定 し、公表す るか とい う問題がその中心的課題 であっ

た。 しか し、経済成長優先志向か らオイルシ ョックへの下 り坂 の途上、時期 尚早 と

い うことで産業界 か らは歓迎 されず、短期的ブー ムに終わ った。

その後 、欧米 では1980年 代後半、我 が国では90年 代 半ば に環境会計が注 目され る

よ うになった。最初 は、多 くの国々 と境 を接 してい る ドイ ツ、スイス、オ ランダ等
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の先 進 欧 州諸 国で盛 ん に な った。 我 が 国の環 境 会 計 の展 開 を促 進 した もの に、91年

6月 の ドイ ツ包 装廃 棄 物 回避政 令 の公布 とその実績 、92年 初 めの リオ環境 サ ミ ッ ト、

93年11月 の 環境 基 本 法 の公 布 ・施 行 、95年4月 のEU「 環 境 管 理 ・監 査 規 則 」 の施

行 、96年9月 のISO14000シ リー ズ の発 行 、97年12月 の 「気 候 変 動 枠 組 み 条 約 第3

回締 結 国(温 暖化 防止 京都)会 議 」 の 開催 、99年3月 の環境 庁(省)の 「環境 保 全

コス トの把 握 及 び 公 表 に関す るガ イ ドライ ンー 環 境 会 計 の確 立 に 向 けて一 」(中 間

と りま とめ)の 発 表 、2000年3月 環境 庁(省)か らの 『環 境 会 計 ガ イ ドブ ック』 の

発行 、 そ の他 国 際 的環 境 保 全 運 動 の高 ま り等 が 挙 げ られ る。 今 や 、我 が 国 のISO1

4001認 証 取得 数 は、15,000事 業 所 を超 え世界 一 で あ り、環 境 報 告 書 の発 行 企 業 数 も

700社 弱 を数 え る。 そ の報 告 書 の ほ とん どに 、環 境 会 計 ・環 境 管 理 の項 目が 記 載 さ

れ て い る。

とこ ろで 、企 業 の 環境 保 全 を社 会 的 責任 の一 端 と考 え る立場 か らすれ ば 、企 業 が

環 境 会 計 のみ に焦 点 を当 て る こ とは 、 「部 分 的 で 、片 手 落 ちだ」(イ トー ヨー カ堂担

当 者)等 の 批 判 が 提 示 さ れ 、 よ り 広 い 観 点 か らCSR(CorporateSocial

Responsibility)経 営 会 計 が 提 唱 され る よ うに な った。 そ の報 告 書 も、社 会 ・環 境 報

告 書 とい うよ うな名 称 に変 更 して い る企 業 が、徐 々 に増加 して い る。

そ の 他 、CSR経 営 会 計 が 、 盛 ん に な っ た 理 由 と してGRI(GlobalReporting

Initiative)の 「サ ブ ス テイ ナ ビ リテ ィ ・レポー テ ィン グ ・ガ イ ドライ ン ズ」 等 、各

種 ガ イ ドライ ンの公 表 が 挙 げ られ る。

1997年 末 に 、GRIはCERES(CoalitionfbrEnvironmentallyResponsibleEconomies)

と国連 環 境 計 画(UNEP,UnitedNationsEnvironmentProgramme)

との 提 携 で招 集 され た組 織 で あ り、 企 業 、 政 府 、 非 政 府組 織(NGO)の 社 会 的 業

績 に 関す る世界 標 準 のガ イ ドライ ンを作 成 す る使 命 を持 っ て設 立 され た。GRIは 、

世 界 各 国 の企 業 、NGO、 会計 士 団 体 、 企 業 連 合 、 そ の他 ステ ー ク ホル ダ ー の活 発

な構 成 員 か らな っ て い る。 このGRIの1999年 の公 開 草案 、2000年(第1版)、2002

年(第2版)で は、持 続 的発 展 を維 持 す るた め に経 済 、環境 、社 会 の3つ の論 点 、

す な わ ち トリプル ・ボ トム ライ ン(triplebottomline)を 包 含 してい る。

2002年 の 第2版 報 告 書 に よれ ば、 そ の コア ー ・ミ ッシ ョンは 、 ガ イ ドライ ンの

維 持 、増 進 お よび 普及 で あ る とい う。 また 、GRIは 、ル テ ィー ンで 、 かっ 比 較 可能

性 、厳 格 性 お よび 立証 可 能性 にお い て財 務 報 告書 の よ うに信 頼 で き るサ ステ ィナ ブ

ル ・レポー トを作 成 す る こ とを 目指 してい る。

そ の 第2版 報 告 書 は、 序 文 、 パ ー トA:ガ イ ドライ ンの使 い方 、 パ ー トB:報 告
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図表1:GRIの 枠 組 み にお け る指標 体 系

カテ ゴ リー 側 面

経
済

直接的な経済的影響 顧客
供給業者
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水
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放 出物、排出物お よび廃棄物

供給業者

製 品 とサー ビス

法の遵守

輸送
その他全般

社
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労働慣行および公正な労
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労使関係
安全衛=生

教育訓練
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人権 戦略 とマネ ジメン ト

差別対策
組合結成 と団体交渉の自由

児童労働
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先住民の権利

社会 地域社会

贈収賄と汚職
政治献金
競争と価格設定

製品責任 顧客の安全衛生

製 品 とサー ビス

広告
プライバシーの尊重

(出 所)SustainabilityReportingGuidelines

原 則 、 パ ー トC:報 告 書 の 内 容 、 パ ー トD:用 語 解 説 と 付 属 文 書 の 各 パ ー トか ら構

成 さ れ て い る 。

1GRI:SustainabilityReportingGuidelines2002
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更 に、現在 、GRIは ガイ ドライ ン2006年 版(第3版;G3)発 行 のた めの改訂作

業 中で ある。

パー トBで は、報告原則 を以 下のよ うな4グ ル ープに分類 して説 明 し、そ の構成 を

図示 してい る。

① 報告書 の枠組 み形成(透 明性 、包含性、監査可能性)

② 報告 内容 に関す る意思決定影 響要 因(網 羅性、適合性、持続 可能性)

③ 報告書 の質 と信頼性 の確保(正 確性、 中立性、比較可能性)

④ 報告書 の入手 に関す る意思決 定影響要因(明 瞭性 、タイ ミング)

パー トCの報告書の内容であるパフォーマンス指標で、それ を上述の経済、環境、

社 会の3側 面に したがってま とめて、以下のよ うに図で表示 してい る。

2.CSR経 営 会 計 の 意 義

「CSR経営会計」 とい う用語は、社会責任 会計 とい う和訳 が使用 され ることもあ

るが、1960、70年 代 に脚光 を浴びた 「社会責任会計」 と区分す るために、社会責任

会計 とい う用語 よ りそのままCSR会 計 、CSR経 営会計 とい う用語 が使用 され るこ と

が多い。

社会責任 会計 の生成基盤 は、企業 と社会 との間の コンフ リク ト(conflict;衝 突 、

葛藤 、不一致)の 解消 ・予防のた め自社の社会 的活動に関す る情報 を開示す ること

にあった。その起源 は、欧米では17世 紀まで さかのぼ るこ とができるが、我が国で

は、1970年 前後 に第1次 ブー ムが生 じた。 この時 は、オイル シ ョックに よる景気 の

悪化 、社会的責任活動 を有効 に管理す るシステ ムが構築 され ていなかったこと等 に

よ り、社会責任会計 は長期的 に定着 しなかった。

2000年 前後か ら社会責任(CSR)経 営会計第2次 ブー ムは、企業 と社 会 との間の

コンフ リク トが更 に増大 した こと、グ ローバル化 、GRI草 案の公表 、 さ らには環境

管理 ・会計の充実 、ITの 発展等 によるところも大 である。その根拠 には、環境情報

だけでな くそれ以外の社会 関連情報 もデ ィスクローズすべ きで ある とい う思考 があ

る。

CSR(企 業社会責任)経 営会計 とい う用語 を説 明す るた めに、 「アカ ウンタ ビリ

テ ィ」 とい う概念 が しば しば使用 され る。アカ ウンタビ リテ ィ とい う用語 は、説 明

責任 ・会計責任等 の よ うに一般 に訳 され てい るが、 この語の概念 は、企業 の登場 と

発展 によって変化 してきた。
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すなわち、受託者(財 産運用者)が 、受託財産 の保 全 ・管理 に加 えて有効活用 を

す る責任 も包含 したアカ ウンタ ビリテ ィ概念の生成 である。経営活動 が、継続 的 ・

組織的にな り、 ゴーイ ングコンサー ンの公準が成 り立つ よ うにな ると、財産運用者

である企業 と委託者 である出資者 の関係 も複雑化 し、委託者 の中には出資者の他 に、

債権者等 の利 害関係者 も含 まれ るよ うになった。 さらに、企業 に対 して委託財産 の

保全 ・管理 、有効利用 に とどま らず 、運用の結果や業績等 を詳細 に示す情報 を要求

す るよ うになった。会計責任 を全 うしたか否かの判断 は、株主総会への決算報告 ・

承認 を得 ることで果 た された もの と見な され るよ うになった。 これがいわゆる伝統

的 なアカ ウンタ ビリテ ィ概念 である。

企業の規模 が拡大す るにつれ て、その利害関係者(ス テークホル ダー)は 、その

範 囲、人数等 が、従来 とは比較 にな らないほ ど増大 してい る。企業の社会的影響 力

の増大 に したがって、従来 のよ うに経済合理性 を追求す る利 害関係者 のみに限定で

きな くなった。 ステー クホルダー の中に経済的利 害以外の情報 を要求す る存在が含

まれ る よ うにな り、企 業会計の果 たすべ き責任 も、 当然変化す ることにな る。例 え

ば、企業の環境汚染問題 で影響 を受 ける周辺住民のみな らず、企業の経営活動 によっ

て社会生活上、何 らかの影響 を被 る住民 ・国 民、 さらには人類全 てがステークホル

ダー とな りうる。彼等が、企業 をどの よ うな情報で評価 ・判断す るかによって、ア

カ ウンタビリテ ィも変化 し、それに従 って、伝統的 な経営会計技法だけでは対応 が

不可能 となった2。

ステークホルダー が、環境保全 をは じめ、倫理性 、法令遵守 、人権 、雇用関係等

の評価 指標 を要求す るな らば、企業はそれ に応 じた情報 をデ ィスクローズ しな けれ

ば、アカ ウンタ ビリテ ィの履行 が果たせ ない。 ここにCSR経 営会計生成の意義 があ

る。

なお、企業 の倫理性 の問題 として は、談合、詐欺 まがいの商取 引、法令遵守の問

題 としては、不正競争 、贈収賄 、不正献金等があ り、社会 問題 としては、雇用、労

働 関係 、安全 ・衛 生、地域社会 との関係等 がある。

3.企 業 におけるCSR経 営会計の事例

2柳 田 仁 『環境経 営会計 の基礎 理倫 と実践 』p .166-168
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環境 報 告 書 か らCSR報 告 書 、す なわ ち企 業 の社 会的 責任報 告 書(イ トー ヨー カ 堂)、

社 会 ・環 境 報告 書(横 浜 ゴム、 トステ ム、 富 士 ゼ ロ ックス 、JR東 日本 グル ー プ)、

環 境 ・社 会 報告 書(日 産 、 ブ ラザ ー 、 トヨタ)、 レス ポ ンシ ィ ブル ケ ア報 告 書(三

井 化 学)、 サ ス テ ナ ビ リテ ィ レポ ー ト(コ スモ 石 油 、 キヤ ノ ン)等 の よ うな名 称 に

変 更 して い る企 業 が 増加 して い る。

本 稿 で は ブ ラザ ー 、 リコー 、 富士 通 、 トステ ム、横 浜 ゴム 、 日産 、 富士 ゼ ロ ック

ス 、JR東 日本 、 トヨタ、NEC、 キヤ ノ ン、 コス モ石 油 、新 日本 石 油 、 ソニー 、パ イ

オ ニ ア、 トヨタ、 三井 化 学 、 イ トー ヨー カ 堂 、西 友 の18社 のCSR報 告 書及 び環 境 報

告 書 につ い て の事例 研 究 の基礎 とな る もの を抽 出 した。 カ テ ゴ リー と しては 、ペ ー

ジ数 、 報 告 書 の名 称 、 担 当部 署 、CSRと 環境 会計 との 区分 、各 社 が重 点 目標 と して

い る もの に分 けた。

図表2

ページ数 報告書の名称 CSR担 当部署
CSRと 環境会

計との区分
重点 目標

ブラザー 57 環境 ・社会報告書 環境推進部 区分せず 環境問題

リ コ ー 82 環境経営報告書 社会環境本部 分割発行 環境問題

富士ゼロックス 23
社会 と社員、社会 と企

業の架 け橋
社会貢献推進室 区分せず 環境問題

キヤノン 70
CanonSustainability

Report
グローバル環境推進本部

環 境 保 護
のみ 社会的責任

NEC 43 CSRア ニ ュ ア ル ・レポ ー ト CSR推 進本部 区分せず 社会的責任

富士通 57 環境報告書 広報IR室 区分せず 環境問題

ソ ニ ・一 77 CSRReport 環境CSR戦 略 グル ー プ 区分せず 環境問題
パイオニア 37 EnvironmentalReport 社会環境部 区分せず 環境問題

トヨタ 39 トヨタの社会貢献活動 広報部社会文化室 区分せず 社会的責任

日産 65 サステナビリティリポー ト IR本 部CSR係 区分せず 環境問題

横浜ゴム 42 エ コ レポ ー ト 環境保護推進室
環 境 保 護
のみ

環境問題

新 日本石油 59 社会環境報告書 社会環境安全部 区分せず
環境も問題

社会的責任
コスモ石 油 52 サステナビリティレポー ト CSR環 境推進室 分割発行 環境問題

三井化学 50
レス ポ ンシ ィブル ・ケ

ア報告書
IR・ 広 報 室 区分せず 社会的責任

トステム 50 社会環境報告書 環境室 区分せず 環境問題

JR東 日本 55 社会環境報告書 エ コロジー推進委員会 区分せず 環境問題

イ ト._ヨ ー カ 堂 86 企業の社会的責任報告書 企業行動委員会 区分せず 社会的責任

西友 42
西友 サステ ナ ビ リテ ィ

レポー ト

ジ ャパ ン フ ォ._._サス テ

ナ ビ リテ ィ
区分せず 環境問題
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各 社 共 、精 力 的 に報 告 書 を作 成 して お り、冊 子 の形 態 を とっ てい る もの は もちろ ん

の こ と、 今 回事 例 と して あ げ た企 業 は全 てPDF(PortableDocumentFormat)フ ァ

イ ル に よっ てDL(ダ ウ ン ロー ド)可 能 とな っ て い る。 このPDFフ ァイル はア ク ロ

バ ッ トリー ダーVer5.0で も閲覧 可 能 で あ るた め、 ソフ トウェ ア を ア ップ ロー ドし

てい な いユ ー ザ ー に も優 しい設 計 とな って お り、PDFの 特性 と して 、 それ がデ フ ァ

ク ト ・ス タ ンダ ー ドと して様 々 なOSに 対 応 可 能 で あ る。 そ して 、DL可 能 とい うこ

とで 、紙 資源 の節 約 に も繋 が って い る こ とに もな る。

図表1の 「ペ ー ジ数 」 は、各 社 ともに大 きな 差 が あ るが 、 これ は 図表 の数 と、財 務

諸 表 と合 わせ て掲 載 して い るか 、HPと 対 照 させ な が ら読 む もの な の か ど うか とい

うところ に原 因 が あ る。 そ して、 そ の 内容 には若 干 の 差 が存 在 す る。

以 下 は 、各 社 のCSRに 関す る要約 で あ る。

ブラザー:「 地域 の方 々に、仕事 を し、 ともに成長す る場を提供す る。地方 自治体

へ の納税 な ど、経 済面 で地域 の反映 に貢献す る。地域での さま ざまな活動 に、従業

員 として、また企 業 として積極的 に参加 し、貢献す る。環境へ の さま ざまな取 り組

みを通 じて、地域 の、そ して地球全体の環境問題 に貢献す る。そ して もちろん、安

全 で使 いやすい製 品をお客様 に提供す ることで、 よ り便利 で快適 な社会作 りに貢献

す る」。 これ らを"Atyourside"と い う標語 によって推進 してい る。 さらに、菅原

徹 明副社長 は 「規 制を守 った上で、何 をや るかが重要」で あると述べている3。

リコー:リ コー は報告 書 を環境 経 営 報 告書 、社 会 的責 任 経 営報 告 書 の2つ に分類 し

て発 行 して い る。 そ の うち環境 経 営 報 告 書 で は、 経営 理 念 を3っ に分類 してい る。

1.「 私 た ちの使 命 」 で は 、 「人 と情報 とのか か わ りの 中で 、 世 の 中の役 に立 っ新 し

い価 値 を生 み 出 し、提 供 し続 け る」2.「 私 た ち の 目標 」 で は 、 「信 頼 と魅 力 の 世界

企 業 」3.「 私 た ち の行 動 指針 」 で は、 「自 ら行 動 し、 自 ら創 り出す(自 主 規制)」

「相 手 の立 場 に立 っ て 考 え、行 動 す る(お 役 立 ち精神)」 「会社 の発 展 と個 人 の 幸福

の 一致 をは か る(人 間主 体 の経 営)」 これ らに加 え て 、 リコー で は 、1992年 に環 境

綱領 を制 定 し、98年 に 改定 を行 っ た。 環境 綱 領 は 「基 本 方針 」 と 「行 動 指 針 」 に分

類 され て お り、本 綱領 に準 じた規 範 を、 業態 な どに よって別 途 制 定 し、運 用 して い

3ブ ラザ ー 「環 境 ・社 会 報 告 書 」2004

4リ コー 「環 境 経 営 報 告 書 」2003
、2004

117



国 際i経 営 フォー ラムNo.16

るとい う。環境保全活動 に、特に熱 心に取 り組 んでい る同社社長桜井正光氏 の言葉

でいえば 「地球市民の使命 として、 自らの責任 において地球環境保全 に取組み、持

続 可能 な社 会作 りに貢献」す るこ とである4。

富士ゼ ロックス:富 士ゼ ロックスでは、環境保護 活動 よ りも、社会貢献活動 を強 く

ア ピール してい る。社 会貢献活動 には 「学術 ・教育」 「社会福祉 」 「文化 ・芸術」

「ボランテ ィア活動 」が あ り、環境保護iは 「環境保 全 ・保護活 動」 があ る。社会貢

献活動 が積極的 に実施で きる理 由 として、X990年10月 に専任部署 として、 「社会貢

献推進部(現 社会貢献推進室)」 の設 立が挙 げ られ る。2002年 度の社会貢献活動 に

対す る支出額 は関連会社 を含 める と7.3億 円にな るとしている5。

キヤ ノン:キ ヤ ノンは創 立50周 年 の節 目に、 「第二の創業 ビジ ョン」 と して、1988

年 に 「共生」 を企 業理念 と位置づ けた。 この時期 は公害問題 が環境 問題 に移行 した

年 と認識 してお り、 と りわけキヤ ノンのよ うな製造業の役割 は、世界 中の人々の豊

か さや幸福 の度合 いを向上 させ る製 品やサー ビスを提供 し、利便性 を提供す ること

で ある。 そ して同時に、環境 に配慮 した製品の製造、販売 を通 して、地球環境へ の

負荷 を低減 し、経 済 と環境の両面 において持続 可能 な社会 の構 築に貢献す ることが

重要であ るとしている。 報告書 には環境 と製 品の関係 がわか りやす く、かつ詳細 に

述べ られ ている6。

NEC:CSRを 「私企業 といえ ども社会 的な存在で あ り、倫理観 に基 づ く経営体制の

も と、企業 を取 り巻 くステー クホル ダーに十分配慮 した事業運営を行 う責任 がある」

とい う認識 の下、社会的責任 を果た しなが ら、事業活動 に取 り組 む ことに よって、

持続 可能 な社会の発展 に貢献す るこ とを目指 してい る。NECのCSR活 動 は新 しい も

のではな く、1972年 に 「クオ リテ ィ作戦」 と して、① マネ ジメン ト、②製 品 ・サー

ビス、③職 場環境 、④地域社会 との関係 、⑤ 人間の ビヘイ ビア(行 動)、 ⑥業績 、

⑦企業イ メージの7つ の重点項 目を挙 げ、各 ステー クホル ダー との良好 な関係 作 り

や地球環境保全 に取 り組 む運動を始 めてい るとい う7。

5富 士 ゼ ロックス 「社 会 と社 員
、 社 会 と企 業 の架 け橋 」2004

6キ ャノン 「CanonSust
ainabiolityReport」2004

7NEC「CSRア ニ
コ.アル ・ レポー ト」2004
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富 士通:主 に財務 情報 が多 く掲載 され て お り、経 営方 針 等 も株 主 を強 く意 識 した報

告書 とな っ て い る。 た だ し、 環 境 活 動 へ の 取 り組 み と して 、 「サ ス テ ナ ビ リテ ィ株

式指 標 で環 境 分 野5年 連 続 トップ」rFTSE4GoodGlobalIndex」 に認 定 、 「国 内最

大規 模 のISO全 社 統 合認 証 を取 得 」 「グ リー ン製 品化100%達 成 」 を 挙 げ 、社 会 活 動

へ の取 り組 み に 「海 外植 林 活 動 」 を挙 げ て い る こ とな どか ら、CSRと い うよ りも、

環 境 問題 に特 化 して注 力 して い る よ うに思 われ る8。

ソニー:ソ ニ ー のCSRに 関す る認 識 は 「イ ノベ ー シ ョン と健 全 な事 業 活動 を通 じて、

企 業 価 値 の 向 上 を追 求す る ことが 、 ソニ ー グル ー プ の企 業 と して の社 会 に対 す る責

任 の基 本 をなす もの です 。 ソニ ー グル ー プ は 、そ の事 業 活動 が 、 直接 、 間接 を問 わ

ず 、 さま ざま な形 で社 会 に影 響 を与 え てお り、そ の た め健 全 な事 業 活 動 を営 む た め

に は、株 主 、顧 客 、社 員 、調 達 先(サ プ ライ ヤ ー)、 ビジネ スパ ー トナ ー 、 地域 社

会 、 そ の他 の機 関 を含 む ソニー グル ー プ のス テー クホル ダー の 関 心 に配 慮 して経 営

上 の意思 決 定 を行 う必 要 が ある と認 識 してい る。 ソニー グル ー プ は 、 この こ とを踏

ま えて 、事 業 を遂行 す る よ う努 力 します 」 と して い る。報 告 書 に は、 コンプ ライ ア

ンスか らグ リー ン調 達 等 まで詳 細 に述 べ られ て い る9。

パ イオ ニア:パ イオニアグループは、環境保護活動 と企業活動 の統合 を 目指 してお

り、独 自に 「パイオニア企業行動憲章」 を定めてい る。 それ は、 「私た ちは、社会

に とって有益 かつ安全 な製 品 とサー ビス を提供 します」 「私た ちは、社会的正義 を

尊重 した公正 な企業活動 を推進 します」 「私 たちは、地球環境 の保 全 に努 め、継続

的 に改善活動 を行い ます」 「私 たちは、情報の適正 な開示に努 めます」 「私たちは、

万全 な危機 管理体制 の も と、迅速 ・誠実 に対応 します」 「私 たちは、資産 ・権利 を

厳正に管理 ・保持 します」 「私 たちは、人間尊重 に基づ いた企業活動 を 目指 します 」

とい うものである。 これ らの行動憲章に よって、社会貢献 を してい くのがパイオ ニ

アの 目指すCSR活 動で ある'o。

トヨタ:ト ヨタ は環 境 問題 に対 して は 「エ コ ミ ッシ ョン」 を提 示 し、社 会 貢 献 と し

て 、 「安 全 な製 品 の製 造 と交 通安 全 活 動 」 を提 示 して い る。1989年 に社 長 を委 員 長

8富 士 通 「ア ニ ュ ア ル ・ レ ポ ー ト」2004

9ソ ニ ー 「CSRReport」2004

10パ イオ ニ ア 「EnvironmentalReport」2004

1!ト ヨタ 「トヨタ の 社 会 貢 献 活 動 」2004
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とす る 「社会貢献活動委員会」 を設置 し、95年 には 「社会貢献活動理念」を制定す

るな ど、着実に社会貢献活動が実施 可能な体制 を整 え、組織的 に社会か らの要請 を

評価 し、効果 的なプログラムの展開が可能であるよ うに努力 している。社会貢献活

動理念 としては、1.「 研究 と創造」 「豊 かな社会作 り」 を基本テーマに、社会貢献

活動 を積極 的に展 開す る。2.社 員一人ひ と りに至 るまで一市 民 と しての活動 を

主体的 に実践 できるよ う、組織風土 の醸成 に努 めるとしてい る11。

日産:目 産 は、環境保護 を重点 目標 と してお り、 「環境 面で重要 な ことは、経済成

長 と人類 の発展が、環境保全 と両立す るよ うに行動す ること」で あるとしてい る。

「これ か らも人類 が健全な発展 を続 けてい くには、何 らかの対策 が必要です。 そ こ

で私 たちは持続 可能性への貢献 において、環境 の保 全 を最 も重要な分野 として位 置

づけて」い るとい う。 関連報告書 としては、サ ステナ ビ リテ ィ レポー トのほかに、

ファク トファイル、環境報告書、企業市民 として、がある'2。

横 浜 ゴム:横 浜 ゴム で は2000年 度 か ら、事 業 活 動 に伴 う環 境 保 護 活 動 を紹 介 す るた

め に 「エ コ レポ ー ト」 を発 行 して きた 。2001年 で はHPに の み 記載 して い た が 、 現

在 で は小 冊 子 と して発 行 し、企 業 を と りま く幅広 い ステ ー クホル ダ ーへ の 情報 開示

が重 要 で あ る こ とを認 識 して い る。2003年 度 は 、2004年 度 ま で に計 画 を前倒 し して

国 内4事 業 所 が 「ゼ ロエ ミッ シ ョン」 を達 成 した こ とが 成 果 で あ る と して お り、

2001年 度 か ら2005年 度 末達 成 を 目標 に 、国 内6生 産 事 業所 で廃 棄 物 の埋 立 て を発 生

量 の1%未 満 にす る 「ゼ ロエ ミ ッシ ョン」 をス ター トさせ 、 そ の ス ピー ドア ップ を

図 っ て きた 。 そ の結果 、2004年 度 中 に達成 で きた。 一方 、廃 棄 物 発 生 量 は 、前 年 比

7%増 、 二 酸化 炭 素 排 出量 は前 年 比2.6%増 加 した が、 これ は生 産 量 の 増加 と国

内新 タイ ヤ 工場 の立 ち上 げ に よ る もの で あ る と説 明 してい る13。

新 日本 石 油:新 日石 で は 、 「地 球 環 境 との調 和 を尊 重 し、 石 油 を 中心 と した総 合 エ

ネ ル ギー企 業 と して の グ ローバ ル な 活動 を通 して 、お 客様 に満 足 をお届 け し、広 く

社 会 に貢 献す る企 業 で あ り続 けます 」 とい う使 命 の も とにCSR活 動 を展 開 して い る。

さ ら に行 動 規 範 と し、"ENERGY"の6つ の 規 範 を尊 重 して い る。 す な わ ち 、

12日 産 「サステナ ビリティリポー ト」2004

13横 浜 ゴム 「エ コレポー ト」2004

1Z新 日石 「社 会 環 境 報 告2004」
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"Ethi
cs(公 正 ・誠 実 さ),Newideas,Environmentalharmony,Re工ationships(人 々

の 絆),Globalapproaches,You(ひ と りひ と りの お 客 様)"で あ る。

な お 、 報 告 書 の構 成 は 、 会 社 概 要 ・編 集 方 針 等 か ら始 ま り、 ハ イ ラ イ ト、 エ コ ノ

ミ ッ ク 、 エ ンバ イ ロ メ ン タ ル 、 ソ シ ア ル 等 の 項 目か らな っ て い る'4。

コスモ石油:石 油業界 は地球環境 問題 と密 接な関係 を持つ業界であ るため、環境 問

題 を特 に重視 してい る。 さらに、環境 問題 とともに、石油 は生活必需 品で ある現代

において欠かせ ない ものであるため、社会的使命 、つま り法律 によって定 め られ た

在庫 を保 有せ ねばな らない とい う重責 も担 っている。 こ うした なかで、コスモ石油

では持続可能な発展 と経済発展 とに同時並行 して努力 している。 具体 的には、地球

温暖化 防止策、石油製 品の品質向上、環境対応技術 の向上 と新エネル ギーの開発 な

どが挙 げ られ る15。

三井化学:レ スポンシブル ケア とい う目標 を提示 してい る。 レスポ ンシブルケア と

は、 「化 学物質 を製造 または取 り扱 う事業者 が、 自己決定 ・自己責任 の原則 に基 づ

き、化 学物質 の全 ライ フサイクル にわた り、社会 の人 々の健康 と環境 を守 り、設備

災害 を防止 し、働 く人 々の安全 と健康 を保護 す るため、対策 を行い、改善 を図 って

い く自主管理活動 である としてい る。 この活動は1990年 に設 立 された国際化学工業

協会協議会 の主導の もと、世界 の主要な化学企業が取 り組 んでいるものである。我

が国では、 日本 レスポンシブル ケア協議会 が推進 しているものであ り、同社 も例外

ではない。 また、同社 は環境について環境省 の環境報告書ガイ ドライ ンに則 って環

境報告書 を作成 してい る16。

トステ ム:環 境 保 護 活 動 と して 、環 境 マネ ジ メ ン トシ ステ ム を取 り入 れ 、「ISO14001

に基 づ く環境 マネ ジ メ ン トシ ステ ム(EMS)を 全 事 業 にお け る環 境 活 動 の基盤 と し

て い る。 全社 を、 商品 の 開発設 計 段 階 の 「商 品領 域 」、 資材 調 達 段 階 の 「購i買領 域 」、

施 工段 階 の 「工事領 域 」、販 売 段 階 の 「営 業領 域 」、 そ して本社 機 能 の 「管 理 領 域 」

の6領 域 に分 け 、 全 員 参 加 型 の活 動 を推 進 して 」 い る。 ま た 、企 業 倫 理 と して 、

「当社 で は 、企 業 と して の社 会 的 責任 を果 た し、 お客 様 との信 頼 を築 くた めに 、 法

15コ スモ 石 油 「サステナ ビリティリポー ト」2004

'6三 井 化 学 「レスポ ンシィブル ・ケア報 告 書 」2004

'?トステム 「社 会 環 境 報 告 書 」2004
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律 や 社 会 的ル ール を遵 守 し、企 業 市 民 と して の 責任 あ る行 動 を徹 底 して い る」 とい

う。 具 体 的 に は、 「コ ンプ ライ ア ン ス」 を 「適 法性 確 保 」 「社 員 啓発 」 「不 正 ・違 反

の発 見 」 に分 け、 コ ンプ ライ ア ン ス体制 を充 実 させ てい る'7。

JR東 日本:JR東 日本 のCSRは 、 「鉄 道 事 業 を軸 と して 、健 全 経 営 の も と、 良質 で時

代 の先 端 を行 くサ ー ビス を提 供 す る企 業 グル ー プ」 で あ り、 「グル ー プ社 員 一 人 ひ

と りが 、安 全 ・正確 な輸 送 、利 用 しや す く質 の 高 い商 品 の提 供 に努 め る と ともに、

よ り一層 のお 客様 の信 頼 を得 るた めに 、サ ー ビス レベル と技 術水 準 の 向上 」 を 目指

す もので あ る。JR東 日本 で は、CSRを 「鉄 道 を 中心 とす る事 業 活 動 そ の もの」 で あ

る との認 識 の も と、多様 な社 会 貢献 を 目標 に して い る'8。

イ トー ヨー カ 堂:PDFフ ァイル に よ る情 報 公 開 の他 、HPに て 公 開 され て い る情 報

はす べ て冊 子 の2003年 と2004年 度版 の対 照表 と、環境 省 ガ イ ドライ ンに どの よ うに

近づ けてい るか を述 べ てい る。 イ ト._._ヨーカ 堂は 、重視 してい る6グ ル ー プ のステ ー

クホル ダー(顧 客 、取 引先 、株 主 、地域 社 会 、社 員 、環境)に 対 して 、そ れ ぞ れ へ の

課 題 を抽 出 し、そ のた め の策 を実施 して お り、社 是 の 「信 頼 され る誠 実 な企 業 」 の

具現 化 にむ けて努 力 を して い る。 報 告 書 作成 に あ た って は 、① 経 営 課題 と してCSR

を捉 え、 全社 的取組 み に な って い るか ②CSRの テ ー マ の優 先順 位 と 目標 が 明確 か

③ 実 態 の把 握 とそ の課 題 解 決 の報 告 が され てい るか とい う3点 に注意 してい る19。

西友:西 友 で は、PDFフ ァイル に よ る情報公 開で はな く、冊子 に よる情報 公 開 を行 っ

て い る。 サ ステ ナ ビ リテ ィ レポ ー トを作 成 した の は2003年 か らで あ り、最 新 版 で あ

る2004年 版 よ りもペ ー ジ数 が減 って い る ものの 、社 員 の言葉 等 を省 いた結果 で あ り、

内容 そ の もの は特 に変 化 はな い。 西 友 は特 に環境 問題 に力 を入 れ てお り、報 告 書 の

半分 ほ どを 占めて い る。 また 、 「西 友 に は 、環 境 マ ネ ジメ ン トシス テ ム を早 くか ら

導 入 し、 「グ リ..__ンボー ド」、 「エ コ ・ニ コ学 習 会 」、 「ECOTAX」 な ど環 境 に 関 す

る先進 的 な取 り組 み を実 施 して きた 実績 が あ ります。 そ のマ ネ ジ メ ン トの仕 組 み を

活 か し、今 後 よ り一 層 、 西友 が持続 可能 な社 会 の形 成 に貢 献 す る」 と して い る20。

18JR東 日本 「社 会環 境報告 書」2004

'9イ トーヨーカ堂 「企 業 の社 会的責任 報告 書」2003
、2004

2。西友 「西 友サステナビリティレポー ト」2004
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さて、以上 の各社 の報告書に共通 しているこ とは、形式的な面 か ら言 えば、図表

を多用 し、色分 けも用 いて見やす くわか りやす く作成 してい る点 である。加 えて、

作成部署名 が環境関連 であれ 、CSR関 連であれ 、また、その両方 であっても、社会

的責任 を環境保護活動 も含 む概念で あると考 えてお り、報告書 自体の質 的量的向上

を 目指 している点が、共通点 として挙 げ られ るであろ う。

ただ し、HPを 閲覧 しなが らの情報公 開 を行 う企 業(例:富 士ゼ ロックス)の 場

合 、情報公 開 とい う側面では問題 はない ものの、見易 さとい う点 で他社 よ りも比較

的劣 る といわ ざるを得 ない と筆者 は考 える。

HPの 作成 自体 も非 常に凝 ったつ くりに なってい る企業が ある反面 、 あま りにそ

の ことに注力 したた めに、逆 にHP自 体 のDLに 時間がかか り、結局 タイ ムア ップで

閲覧で きない とい った場合 もある と考 え られ る。 これ では、HPや 報告書作成 の時

間が無駄 になって しま う可能性す らあ り、情報公開が遅れて しま う場合や、公 開で

きない とい った可能性 まで も存在 して しま うことに なる。HP・ 報 告書 はあ くまで

短時間でDL可 能であ り、かつみやすい ものでなけれ ば、普及 には繋が らない。

自社 のCSR・ 環境保 護 に対す る支 出を見極 め、いわ ゆる 「費用対効果」 とい うも

の を把握 しなけれ ば、今後は、報告書作成一つを とって も企業 には大 きな負担が強

い られて しま う。その結果 として、一時的ブー ムで終わって しま う危険性す らある。

また、消費者の側 もこ うした企業努 力 を認識 し、積極的に企業 の動向 を注視す る必

要 があるだろ う。 専門機 関、政府 、そ して消費者 が監視役 として、また、企業の報

告書 を活用 してい くことができるよ うな体制 を形成す るこ とが、今後、必要で あろ

う。

今回 の事例 の中で特徴 のあった企業 は、 「JR東日本」である と筆者 は考 えてい る。

同社 はCSRの 認識 を 「鉄道 を中心 とす る事業活動その もの」 である とし、多様 な社

会貢献 を 目標 に してい ると述べてい るが、 このよ うに、軸 とな る業務 に具体 的に記

述 があった ものはJR東 日本 だけであった。

環境 問題やCSRと い う問題 は、 ともすれ ばあいまい にな りがちな問題 である。顕

在化 している問題 を解 決す るのは 当然 であるが、報告書作成時 に収集 した過去デー

タか ら予測デー タを導 出 し、当該問題 を予防す る こともまた、報告書 を作成す ると

い うことの意義 である と筆者 は考 える。

環境問題やCSRと いった問題 に取 り組む際に、 自社の基幹業務 との関連 に しっか

りと触 れ ることは非 常に重要であ り、読者 に対 しては、明瞭かつ好感 を持たれ る報

告書 を作成す る必要 がある。

123



国際経営 フォーラムNo.16

今 回の報告書収集 に際 しては、 どの企業 もデー タ提供 を快諾 してお り、企業側が

いかに 自社の努力 を公 開 しよ うとしているか とい う熱意 が伝 わってきた。今後 もこ

のよ うな積極的努力 の下、政府、民間団体、消費者団体、そ して労働者が一体 となっ

てCSR問 題 に関す る認識、解決 に臨む姿勢が重要 である。

4.CSR経 営 会 計 の 課 題

最近では、NEC、 ソニー、 リコー、キヤ ノン、パイオニア、 トヨタ、西友、損保

ジャパ ン等 のよ うに独 自のCSR部 門を設置 してい る企業 も増加 している。CSR経 営

会計は、経済、環境 、社会 と幅広 く関連す るので、環境会計の よ うにガイ ドライ ン

を作成す る ことは非常 に困難 である。 その内容 には多種 多様 なものが包含 され 、た

とえ一般 的、抽象的 なル ール のみ にとどめた と しても、膨大な ものになるだろ う。

それ故 に、経済、環境、社会関連領域 の協力の下に、学際的 な研究が不可欠 である。

また、そ の実施 の前提 として各分 野に精通 した専 門家を養 成 し、当該企 業にふ さわ

しい制度的なCSR経 営会計 システム を構築す るこ とが要請 され る。 した がって、現

状 では、 中小企業での実施 は非常に困難 であ る。 さらに、環境会計ガイ ドライ ンの

よ うに、世界的 に認知 された水準 にまで引き上 げるためには、各 国の法律、慣 習、

宗教、歴 史、地理、民族 問題 、価値観 等、そ の国情 に関 して も充分 に留意す る必要

がある。

特 に、最近では企業 が関連す る社 会問題が、数 多 く発生 してお り、 この問題 は、

形態、規模共 に、多種多様 である。企業 自身が引き起 こしている問題がある一方で、

企業が提供す る財 ・サー ビスによって引き起 こされ る問題 もある。 しか しそのいず

れで あって も、問題 が既 に顕在化 してお り、その直接的 ・間接的原 因が企 業にある

以上、企業 に対 して問題 の解消 ・抑制 につなが るなん らか の施策 を提示 ・実行す る

こ とが必要 である。 こ うした問題 を解決す るため、CSR・ 環境報告書の作成 ・開示

が役 立っ ことを期待 したい。

おわ りに

以上、環境会計 か らCSR経 営会計へ の展開、その意義、事例 、課題 に関 して論 じ

てきたよ うに、現状ではCSR経 営会計 と環境会計 は重複す る部分 も多いが、CSR経

営会計の範囲の拡大によって徐々に環境会計 の占める比率は低下す るであろ う。様 々
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の要請 を企業 に期待す る多種 のステー クホル ダーが増加 すれ ば増加す るほ どこの傾

向は、ます ます強 くなるで あろ う。

分担 箇 所:柳 田は1,2、 山田は3を 担 当 した。

な お 、4に 関 して は両名 で討 論 して ま とめた もので あ る。
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